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オーストラリアレポート
オーストラリア経済と 米中貿易摩擦がオーストラリア経済に与える影響
 GDP構成比で鉱業は6％にとどまる。内需拡大が安定した成長を牽引し、海外経済による影響を受けにくい構造。
 オーストラリアは米国の純輸入国、そのため純輸出国である新興国などと比べ貿易摩擦の標的にされにくい。
 オーストラリアのGDP成長率は2018年まで27年連続でプラスの見込み。2019年以降も日米上回る成長予測。
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資源（鉱業）がGDPに占める割合は6％
オーストラリアは資源に大変恵まれた国で、主要輸
出品である石炭や鉄鉱石に加え、近年は液化天然ガ
ス（LNG）輸出が急拡大しています。資源（鉱業）
がオーストラリア経済に占める割合は、国内総生産
（GDP）の6％にとどまりますが（図1）、資源の生
産・輸出拡大はオーストラリア経済成長を下支えす
る要因となっています。
資源国のイメージが強いオーストラリアですが、
GDPの産業別構成比では第3次産業が4分の3を占め
ています。内需関連の金融業や個人消費関連のサー
ビス業が伸長してきたことにより、オーストラリア
は長期にわたり安定した経済成長を遂げてきました。
海外の経済動向の影響を受けにくい構造にあると言
えます。

2018年初以降の貿易黒字は拡大傾向
2018年初以降、オーストラリアの貿易黒字は緩や
かな拡大傾向にあります（図2）。その要因として、
①資源輸出にけん引された財収支の黒字拡大と、②
外国人旅行者によるインバウンド消費に支えられた
旅行サービス収支の黒字拡大を挙げることができま
す。
10月の貿易黒字全体（23億豪ドル）のうち、①の
財収支の黒字が22億豪ドルの寄与、②の旅行サービ
ス収支の黒字が14億豪ドルの寄与となりました。

オーストラリアの中国向け資源輸出は増加傾向
図2の貿易収支のうち「財収支」に着目すると、オー
ストラリアから中国へ輸出される主な資源（鉄鉱石、
石炭、液化天然ガス）は、数量ベースで比較的堅調に
推移しています（図3）。
鉄鉱石については、オーストラリア産は鉄含有量の
違いから品質が高く、高い輸出量を維持しています。
また近年の伸びが著しい液化天然ガスは、米中貿易摩
擦を背景に、中国向け輸出が一層加速する可能性があ
るとの報道もあり、今後も堅調な伸びが期待されます。

図1：GDPの産業別構成（2017年度）
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図2：オーストラリアの貿易収支
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図3：オーストラリア資源の中国向け輸出量
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図4：関税引き上げによるGDP成長率の変化

（出所）ファクトセット
※実質GDP成長率はIMFによる予測値
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図5：オーストラリアの主要輸出品目（2017年）
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図6：オーストラリア・米国・日本の実質GDP成長率
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2019年以降もプラス成長を維持する見込み

オーストラリア経済は1992年以降2017年まで26年
連続でプラス成長を達成しています。これは世界最長
記録であり、2018年も記録更新が予測されています。
さらに2019年以降も米国や日本と比べて高い成長を
維持する見込みです（図6）。

足元、投資家心理の冷え込みや貿易摩擦の激化懸念
などにより世界経済の先行き不透明感が高まる中、
オーストラリアが相対的に高い成長を続けていること
は、投資対象としての魅力の一つであると考えられま
す。

オーストラリアは米国の標的にされにくい環境

米国にとってオーストラリアは純輸入国（貿易黒字
国）となっています。そのため純輸出国（貿易赤字
国）である新興国や欧州などと比べると、貿易摩擦
の標的にされる可能性は低いと考えられます。

貿易摩擦の影響を計測するために、すべての国が関
税を15％引き上げたと仮定して試算すると、世界全
体のGDP（国内総生産）成長率は2.9％低下する見込
みである一方、オーストラリアは1.1％の低下にとど
まります（図4）。オーストラリアは、保護主義的な
貿易政策の影響を、相対的に受けにくい国であるこ
とが分かります。

中継貿易の影響は相対的に小さい

オーストラリアの主要輸出品目を見ると、鉄鉱石、
石炭、天然ガスといった鉱物・エネルギー資源が占め
ており、国別では中国への輸出が最大となっています
（図5）。米中間の貿易摩擦によって中国製品の生産
量が減少すれば、オーストラリアの輸出に悪影響を及
ぼすことが心配されます。

しかし、オーストラリアから中国への輸出品は、
80％以上＊が中国国内で消費されています。したがっ
て中国へ輸出されたものが加工品として米国へ輸出さ
れるといった、中継貿易に対する関税引き上げへの懸
念は相対的に小さく、そのような観点からもオースト
ラリアは米中貿易摩擦の影響を受けにくいと考えられ
ます。
＊レッグ・メイソン・アセット・マネジメント・オーストラリア・
リミテッドの調査による推計値
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